
      

建設機械施工安全技術指針 

建設機械施工安全技術指針の改正概要（Ｈ１７．３．３１） 

我が国の建設工事における建設労働災害は、平成８年度までは死亡者数が１千人を超える状況

にあり、平成１３年度には６割強となるまで減少しているが、依然として公共事業において、全

産業に占める建設業の占める割合は約３６％強と高く、その中でも建設機械が占める割合は約１

５％と高く、より一層の対策の推進が望まれています。 

昨今の事故事例において、狭小現場に対応させた超小旋回型バックホウが、小型化のため重心

位置が高くなったことによる転倒や、クレーンの過負荷防止装置を施工上の煩雑さから適切に使

用せず、転倒事故に至っているケースが多くなっていることなど、近年の機械化施工による事故

形態が変化している状況にあります。これらのことから、平成６年度に制定された「建設機械施

工安全技術指針」について、現状の施工現場との整合や建設機械施工に関する新たな法・通達等

との整合性を踏まえ、安全施工の速やかな対応を図るべく、改正をおこないました。 

建設機械施工安全技術指針については以下のリンク先を参照ください。 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kensetsusekou/kankyou/mic/kenki_ss/H17kaisei.pdf 

 

建設機械施工安全マニュアル 

国土交通省では、平成6 年に建設機械施工に関する安全に必要な技術留意事項や措置を示した

「建設機械施工安全技術指針（平成17 年3 月一部改正）」を策定し、建設現場における事故防止

に努めてきました。しかしながら、依然として全産業における建設業の死亡事故発生率は約32％

（「平成16 年度建設業安全衛生年鑑」：建設業災害防止協会による）を占めており、このうち約

17％が建設機械に関連する事故となっております。 

また、昨今、建設機械の技術進歩による操作の複雑化や小型化による重心位置の変化、安全装

置が適切に活用されないことによるヒューマンエラー的な事故ケース等、事故要因が変化してい

ます。 

このような状況から、様々な事故要因のうち、特に「建設機械」と「施工」に起因する事故を

減少させる為に安全対策を講じ、建設業にかかる労働災害の低減を図るべく、建設機械施工安全

マニュアル（以下「マニュアル」という）を策定いたしました。 

本マニュアルは、建設工事における建設機械施工に関し、安全確保のための留意事項や措置・

手段について示しており、本マニュアルを活用することで、建設機械施工の指導的立場にある施

工業者の現場監督、職長、世話役等の現場技術者が、お互いの安全管理の補完と安全施工に対す

る共通意識を持ち、チェックシートの活用により、具体的な建設機械施工の安全性向上が期待で

きます。 

本マニュアルにつきましては、安全担当者ならびに安全管理責任者が、本マニュアルに示す基

本的なチェック項目について、個々の現場における特有な条件などを加味し更なる工夫を加え、

建設現場に適した建設機械施工の安全管理等にご活用ください。 

建設機械安全施工マニュアルについては、以下のリンク先を参照ください。 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kensetsusekou/kankyou/mic/safe_manual/manual_all.pdf 


